
 
ナンプーラ州市民社会組織プラットフォーム 

日本国安倍晋三首相のモザンビーク訪問に関するプレス・リリース 

 

ナンプーラ市民社会プラットフォームは、2009年に課題ごとの、また分野横断的な市民社会

組織（CSO）の共同の取り組みのための調整機関として、さらには州の発展につながる取り

組みに向けた公共セクター並びに民間セクターとの交流を推進するために設立された。 

 

わが国は、この1月11-12日（土・日）に日本国安倍晋三首相の訪問を受け、メディアの注目

を浴びた。そしてメディアが最も注目したのは、インフラストラクチャーおよび農業開発プ

ロジェクトに向けた6億7200万USドルの借款供与の表明であった。その見返りとして、日本

国首相はモザンビーク政府へ日本の民間セクターによる投資をサポートすることを求めた。

2人の首脳は、ナカラ回廊におけるProSAVANA農業開発プログラムを称賛した。しかし、

ProSAVANA事業に対するこの見方は、このようなプログラムの結果として、土地の権利の

保障・食の主権・栄養の安全保障・地域コミュニティの文化的統合が脅かされ、環境そして

将来世代に影響が及ぶことを指摘し強く警戒の声を挙げてきた、UNACに結集するナカラ回

廊の農民組織、各地の市民社会組織および研究者たちの見方と衝突する、と我々は考える。 

 

現在の商品作物のモノカルチャー（単一）栽培を基本とする新自由主義的な農業のあり方が

引き起こす被害を念頭に置き、次の点を指摘する。 

 

 2013年6月、モザンビーク、ブラジル、日本の国家首脳に対し、ProSAVANA事業の停止

と再考を求める公開書簡を送ったが依然返答はない。 

 

 ナンプーラ州において市民社会プラットフォームは、農業省州事務所により提供された

ProSAVANA事業のコンセプト・ノート分析の結果として、このコンセプト・ノートを

拒否した。また、このような特定の方向性で書かれたコンセプト・ノートではなく、農

民組織との参加型の手法による協議に基づき、市民社会および専門家や研究者も交え、

コンセプト・ノートのドラフトが作成し直されるべきであると勧告してきた。 

 

 この分野において経験を積み知識と見識に基づいてこのプログラム（ProSAVANA事業）

に対して提言および批判を行ってきた著名なモザンビーク人研究者たちに対し、何の注

意も配慮も向けられてこなかった。 

 

我々は、日本の「寛大な支援」は、今なお続く植民地主義の表れであり、6億7200万USドル

を提供し活用させることによって、モザンビークにおける国際資本の利益を擁護することを

もくろみ、他方では負の影響へ注目を促す全ての試みを見えないものにしようとしていると

考える。 

 

したがって、我々は、今回の来訪にあたって結ばれた両国首脳と政府による協定も宣言も認

めることはできない。改めて、「公開書簡」への回答を要求するとともに、家族農業セクタ

ーを真の意味において能力向上させ、強化し、効果的に支援するプログラムの策定と実施を

求めるものである。 
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